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第１章 計画策定にあたって 

１ 計画策定の背景・目的 

（１）社会的背景・目的

全国的に少子高齢化や核家族化が進行する中で地域のつながりの希薄化など、地域社会を取り

巻く環境は大きく変化しており、住民の抱える福祉ニーズは多様化・複雑化しています。 

これまで、国では高齢者、障がい者、子どもなどの対象者や、生活困窮、保健、医療等の分野ごと

に、公的支援制度の整備を図ってきましたが、その一方で、介護と育児に同時に直面する世帯（ダブ

ルケア）や障がいのある子どもと要介護の親で構成される世帯のように、１つの世帯で複数の課題

を抱え、単一の公的支援制度では対応することが難しいケースの増加が懸念されています。 

こうした課題に対応するためには、公的支援とともに地域住民がお互いに配慮し、存在を認め合

い、ともに支え合うことが重要です。このことにより、困りごとを抱えた住民が地域で孤立せずにそ

の人らしい生活を送ることができ、また、支援を必要とする人を含めた誰もが役割を持つことで、そ

れぞれが、日々の生活において安心感や生きがいを得ることができるものと考えられます。これか

らは、生活の基盤である地域における高齢者、障がい者、子どもなどを含めた世代や背景の異なる

全ての人々の人と人とのつながりがより一層重要となっていきます。 

国では、「ニッポン一億総活躍プラン」において、高齢者、障がい者、子どもなど全ての人々が地域、

暮らし、生きがいを共に創り、高めあうことができる「地域共生社会」の実現を掲げており、その実現

に向けて、社会福祉法を改正するなど、住民が主体的に地域課題を把握し解決するための仕組みづ

くりや、複合化・複雑化した課題を受け止めるための包括的な支援体制の確立に向けた新たな地域

福祉施策が進められています。 

このたびの計画策定は、平成２９年度に策定した「第２期中間市地域福祉計画・第２期中間市地域

福祉活動計画」が令和４年度に計画終了となることから、近年の国・県の動向を踏まえ計画を見直す

とともに、「第２期中間市地域福祉計画・第２期中間市地域福祉活動計画」の進捗状況の評価を行い

「第３期中間市地域福祉計画・第３期中間市地域福祉活動計画」を策定し、地域福祉の更なる推進を

目指すことを目的としています。 

（２）地域共生社会の実現

「地域共生社会」とは、制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域

で暮らす住民や、地域で活動する各種の団体など地域の多様な主体が、地域で生じるさまざまな課

題の解決に向けた取り組みに「我が事」として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて「丸ご

と」つながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域を共に創っていく社会のことです。

国は、この地域共生社会の実現を目指す取り組みを進めています。 

中間市においても、地域のあらゆる住民が役割を持ち、支え合いながら、自分らしく活躍できる

地域コミュニティを醸成し、地域の住民、団体等が公的な福祉サービスと協働して助け合いながら暮

らすことのできる「地域共生社会」の実現を目指します。「第３期中間市地域福祉計画・第３期中間市

地域福祉活動計画」は、中間市における地域共生社会を目指すうえでの、ひとつの指針となるもの

です。 
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２ 地域福祉とは 

地域福祉とは、高齢者福祉・障がい者福祉・児童福祉などの対象者ごとの福祉サービスだけでは

なく、地域に暮らす人や地域で活動する団体・事業者、そして行政が一体となって、自分たちが住ん

でいる地域社会の生活課題を発見し、解決していこうとするものです。 

具体的には、支援を必要としている人やその家族が、地域社会の中で自立した生活を送ることが

できるように、公的サービスのみならず、地域住民のふれあい交流活動や見守り活動、助け合い活

動、健康づくりといった支援・支え合いを、地域でお互いに行っていくことを言います。 

その「地域での支え合い」を含め、住民と行政とが協働しながら、どのように地域福祉を進めてい

くか定めたものが地域福祉計画です。 

自助とは・・・・・・・・個人や家族による支え合い・助け合い（自分でできることは自分でする） 

共助・互助とは・・・地域社会における相互扶助 

（隣近所や友人、知人とお互いに支え合い、助け合う） 

地域活動や地域ボランティア、社会福祉法人などによる支え 

（「地域ぐるみ」で福祉活動に参加し、地域全体で支え合い、助け合う） 

公助とは・・・・・・・公的な制度としての保健・福祉・医療その他の関連する施策に基づくサービス 

提供（行政でなければできないことは、行政がしっかりとする）

地域福祉の考え方 
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３ 計画の位置づけ 

（１）法的位置づけ 

地域福祉計画は、社会福祉法第 1０７ 条の規定に基づき、住民に最も身近な市町村が、地域福祉

推進の主体である住民等の参加を得ながら、地域のさまざまな生活課題を明らかにし、その解決に

向けた取り組みを示す計画です。

（ 地域福祉の推進 ） 

第 4条 地域福祉の推進は、地域住民が相互に人格と個性を尊重し合いながら、参加し、共生す

る地域社会の実現を目指して行われなければならない。 

２ 地域住民、社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する活動を行う者（以

下「地域住民等」という。）は、相互に協力し、福祉サービスを必要とする地域住民が地域社会

を構成する一員として日常生活を営み、社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加す

る機会が確保されるように、地域福祉の推進に努めなければならない。 

３ 地域住民等は、地域福祉の推進に当たっては、福祉サービスを必要とする地域住民及びその

世帯が抱える福祉、介護、介護予防（要介護状態若しくは要支援状態となることの予防又は要

介護状態若しくは要支援状態の軽減若しくは悪化の防止をいう。）、保健医療、住まい、就労及

び教育に関する課題、福祉サービスを必要とする地域住民の地域社会からの孤立その他の福

祉サービスを必要とする地域住民が日常生活を営み、あらゆる分野の活動に参加する機会が

確保される上での各般の課題（以下「地域生活課題」という。）を把握し、地域生活課題の解決

に資する支援を行う関係機関（以下「支援関係機関」という。）との連携等によりその解決を図

るよう特に留意するものとする。 

（ 市町村地域福祉計画 ） 

第 1０７条 市町村は、地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項を一体的に定める

計画（以下「市町村地域福祉計画」という。）を策定するよう努めるものとする。 

（１）地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共通して

取り組むべき事項 

（２）地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 

（３）地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 

（４）地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 

（５）地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制の整備に関する事項 

２ 市町村は、市町村地域福祉計画を策定し、又は変更しようとするときは、あらかじめ、地域住

民等の意見を反映させるよう努めるとともに、その内容を公表するよう努めるものとする。 

３ 市町村は、定期的に、その策定した市町村地域福祉計画について、調査、分析及び評価を行

うよう努めるとともに、必要があると認めるときは、当該市町村地域福祉計画を変更するもの

とする。

改正社会福祉法 抜粋 （令和 ３年４月 １日施行）



- 5 -

（２）地域福祉活動計画 

「地域福祉活動計画」は、「すべての住民」、「地域で福祉活動を行う者」、「福祉事業を経営する者」

が相互に協力して、地域福祉の推進を目的とする民間の活動・行動計画です。 

地域における課題や地域福祉の理念などを共有し、活動の密接な連携を確保します。 

（３）地域福祉計画・地域福祉活動計画の一体的な策定 

「地域福祉計画」は、市が地域福祉を進めるための理念や仕組みをつくる計画であり、「地域福祉

活動計画」は、社会福祉協議会が中心となって地域住民の立場から地域福祉を推進する民間の行動

計画です。両計画は、車の両輪のように、住民をはじめとする地域福祉の推進に関わるさまざまな

担い手の参加と協力を得ながら、取り組みを展開するという共通の目的をもつものです。 

これらが一体となって策定されることにより、行政や住民、地域福祉活動団体、ボランティア、事

業所など地域に関わるものの役割や協働が明確化され、実効性のある計画づくりが可能となります。 

【地域福祉計画と地域福祉活動計画の関係】 

地域福祉計画 地域福祉活動計画 

協働 

［行政］ ［社会福祉協議会］

「地域福祉を推進するための理念や

しくみをつくる計画」で、社会福祉法第

107 条の規定に基づいて市が策定する

福祉に関する上位計画です。

「社会福祉協議会」が中心となり策定す

る、住民活動を中心とした民間主体の

自主的・自発的な行動計画です。 

［住民］

地域福祉の推進 

地域福祉の理念の共有

役割分担、相互連携、補完、補強 
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（４）他の計画との関係 

中間市地域福祉計画は、中間市総合計画を上位計画とし、各分野の福祉関連計画（健康増進計画、

障害者基本計画・障害福祉計画・障害児福祉計画、子ども・子育て支援事業計画、高齢者総合保健福

祉計画、自殺対策行動計画）が共通して取り組むべき事項を記載する、「福祉分野の上位計画」とし

て位置付けます。 

なお、計画の内容については、厚生労働省が作成した「市町村地域福祉計画の策定ガイドライン」

や、県が策定する「福岡県地域福祉支援計画」等との整合に留意しました。 

また、本計画の一部に、再犯の防止等の推進に関する法律に基づく「地方再犯防止推進計画」を含

みます。 

４ 計画の期間 

本計画の計画期間は、令和５年度から令和９年度までの５年間とします。 

なお、経済、社会、地域の状況が大きく変化した場合には、計画期間途中においても、必要に応

じて見直しを行うものとします。 

平成 

3０ 年度
～ 

令和 

４年度

令和 

５年度

令和 

６年度

令和 

７年度

令和 

８年度

令和 

９年度

令和 

1０年度
～ 

令和 

14年度

第２期 計画期間

第３期 見直し 計画期間

第４期 見直し 計画期間 
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（１）第３期中間市地域福祉計画・中間市地域福祉活動計画策定委員会の設置 

本計画を策定するにあたり、保健・医療・福祉、教育、行政、各種団体代表者等の幅広い分野か

らの意見を踏まえ、地域福祉推進に係る検討を行うために「第３期中間市地域福祉計画・中間市

地域福祉活動計画策定委員会」を設置し、計画の審議を行いました。 

（２）アンケート調査の実施 

市民の地域における暮らしや地域福祉についてのご意見、地域福祉活動への参加意向などを把

握することによって、今後の地域福祉推進の参考とするためにアンケート調査を実施いたしました。 

【アンケート調査の実施概要】

調査対象 中間市在住の満２０歳以上の市民 ２,５００人（無作為抽出） 

調査方法 郵便による調査票配布・回収 

調査期間 令和４年２月３日～令和４年２月１８日 

（３）ヒアリング調査の実施 

地域で活動している社会福祉法人や各種事業所から、地域との関わり方や地域福祉について

の現状認識、地域団体との連携状況、連携意向などをうかがうことによって、今後の地域福祉推

進の参考とするためにヒアリング調査を実施いたしました。 

【ヒアリング調査の実施概要】

調査対象 中間市内で活動している８社会福祉法人及び１０７事業所 

調査方法 郵便による調査票配布・回収 

調査期間 令和４年３月８日～令和４年３月２５日 

（４）パブリックコメントの実施 

中間市では、市政に関する基本的な事項を定める計画などの素案に対し、市民が意見を提出で

きるようにすることで協働によるまちづくりの実現を図るため、パブリックコメント制度を導入し

ています。 

本計画の素案をパブリックコメントの手続きにより公表し、令和５年 Ｘ 月 ＸＸ 日から令和５年

Ｘ月ＸＸ日まで意見の募集を実施します。 

（５）国・県との連携 

計画策定にあたっては、国や県の示す考え方や方向性などと適宜、整合性を確保しながら、策

定を行います。 


